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【翻訳】
サンフォード ・M・ジャコービィ著
「不自然な消滅：独立ローカル組合の
興隆と没落」1)
伊藤健市
はじめに
ニューディール期の労使関係を考える際に，第1次世界大戦後から1920
年代初めに第 1次プームを迎え， 1933年の全国産業復興法 (National
Industrial Recovery Act)のもとで第2次プームを迎えた従業員代表制
(Employee Representation Plan)を考慮しなければならないことは言う
までもない。さらに，この従業員代表制が全国労働関係法(NationalLabor 
Relations Act)のもとでどういった運命を辿ったのかは，それを導入し，
そのもとで協調的な労使関係を構築していた企業に対して大きな影響を及
ぽすものであったことも言うまでもない。
訳者がここ数年来研究対象としているインターナショナル・ハーヴェス
タ一社 (InternationalHarvester Company, 以下ハーヴェスター）では，
1919年に導入された従業員代表制である労使協議会制度(IndustrialCoun-
cil Plan)が，全国労働関係法の合憲判決 (1937年4月）以降，経営者側の
主導によって独立組合(IndependentUnion)へと転身させられ， 1920年代
と同様協調的な労使関係の構築に貢献するかのような動きを見せた。その
1) This article originally appeared in Industrial Relations, Vol.40, No.3, July 
2001. 
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後，産業別労働組合会議 (Congressof Industrial Organization)系の農
機具労働者組織委員会 (FarmEquipment Workers Organizing Commit-
tee)が6つの工場で全国労働関係委員会 (National Labor Relations 
Board)の選挙で勝利したのを受けて，経営者側は独立組合化した組織をア
メリカ労働総同盟 (AmericanFederation of Labor)の傘下組合として再
編しようとした。ハーヴェスターにとって，従業員代表の後継組織として
の独立組合の帰趨がニューディール後期の労使関係をある意味では規定し
ていたのである丸
以下で翻訳しているのは， IndustrialRelations誌の2001年 7月号（第40
巻第3号）に掲載されたジャコービィ教授 (SanfordM. Jacoby)の"Un-
natural Extinction:The Rise and Fall of the Indepandent Local Union" 
である。この論文は， 1997年9月にカナダのアルバータ州バンフで行われ
たConferenceon Non-union Forms of Employee Representationで報告
されたものである。また， IndustガalRelations誌のこの巻には彼の論文以
外にもプロディ教授 (DavidBrody)の論文 ("WhyNo Shop Committees 
in America:A Narrative History")を初めとして興味深い論文が掲載さ
れている。いずれ機会を見てこれらも紹介したいと思っている。そのなか
で，ジャコービィ教授の今回の論文は，ニューディール期以降の従業員代
表制の後継組織である独立ローカル組合 (IndependentLocal Union)の
変遷を考察したものである。訳者が関心をもっているハーヴェスターにつ
いては触れられておらず， もう 1つの関心事である特別協議委員会 (Spe-
cial Copnference Committee)加盟企業一一ハーヴェスター以外に， AT&
T社，ベスレヘム・スティール社，デュポン社， GE社， GM社，グッドイ
ヤー社，アーヴィング・トラスト社， NJスタンダード社， USラバー社，
2)ハーヴェスターにおける独立組合の展開については，伊藤健市「ハーヴェスター
における『独立』組合結成前史」（「関西大学商学論集」第46巻第1・2合併号， 2001
年）と同「ハーヴェスターにおける「独立』組合の結成」（「関西大学商学論集』第
46巻第4号， 2001年）を参照のこと。
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US スティール社，ウェスティングハウス社—については，いくつかの企
業の事例が断片的に取り上げられているにすぎないが，ニューディール期
とその後の従業員代表制・独立ローカル組合の展開を一定知りうるものと
なっている。独立ローカル組合の内実まで明らかにした論文が少ないなか
で， トムスン・プロダクツ社 (ThompsonProducts)の事例が中心とは言
え，貴重な論文である。
筆者のジャコービィ教授は，カリフォルニア大学ロサンゼルス校
(UCLA)のアンダースン経営大学院 (AndersonGraduate School of 
Management)の教授であり，その主著EmployingBureaucracy3>とMod-
ern Manors•>はすでに邦訳されている。特に，後者の Modern Manorsに
はこの論文と類似の表現，あるいはまったく同じ文章があった。その際，
邦訳書には随分と助けていただいた。この場を借りて森教授ならぴに共訳
者の先生方に感謝の意を表させていただきたい。また，訳者の申し出を快
＜了承してくださった IndustrialRelations誌の編集者 (MalcolmA. J. 
Allison), それから訳者の質問に即座にかつ明確・懇切丁寧に答えて下さっ
たジャコービィ教授にも感謝したい。
最後に，私事ではあるが訳者はジャコービィ教授には公私にわたってお
世話になっている。今回の翻訳がいくらかでもそのお返しになればと思っ
ている。
3) Employing Bureaucracy:Managers, Unions, and the Transformation of Work 
in American Industry, 1900-1945, Columbia University Press, 1985. 荒又・木
下・乎尾•森共訳『雇用官僚制：アメリカの内部労働市場と“良い仕事＂の生成史』
北海道大学図書刊行会， 1989年。
4) Modern Manors: Welfare Capitalism since the New Deal, Princeton University 
Press, 1997. 内田・中本・鈴木• 平尾・森共訳『会社荘園制：アメリカ型ウェルフ
ェア・キャピタリズムの軌跡』北海道大学図書刊行会， 1999年。
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不自然な消滅：独立ローカル組合の興隆と没落
サンフォード ・M・ジャコービィ
この小論は，会社組合としても知られている独立ローカル組合(independent
local unions)に1935年以降何が起こったのかを分析している。 1935年以降
の独立ローカル組合員に関する統計的な分析を行った後，組合員の動向を決
定づけた諸要因を考察する。そういった要因には，労働法の改変，独立ロー
カル組合の諸特徴，独立ローカル組合に対する労働者の態度，そして雇用主
の労使関係政策，が含まれる。 1950年代に依然として独立ローカル組合を支
持していた雇用主でさえ，それとの団体交渉から離れ，1960-1970年代の「新
しい組合不在モデル」に適応していたことを示唆する新しい証拠も示してい
る。
独立ローカル組合は， 1つの工場あるいは 1つの企業の従業員を代表し，
ただ一人の雇用主と交渉する，全国組合の傘下に入っていない組合である。
1940年代に存在していた独立ローカル組合の大部分は，従業員代表制
(employee representation plans)あるいは「会社組合(companyunions)」
として始まった。それは，ダニエル・ネルスン (DanielNelson)が指摘し
たように，（それが進歩的なウェルフェア・キャピタリズムと連携した）1920 
年代にそして（雇用主が1933年の全国産業復興法後に急速に創設された）
1930年代半ばにもう一度人気が高まった (Nelson1982)。しかしながら，
これらの会社組合の内のわずかなものしか存続しなかった。それは，アメ
リカ労働総同盟 (AFL)や産業別労働組合会議 (CIO)の傘下に入った全
国組合の一部となるか，あるいは全国労働関係委員会 (NLRB)によって
解体されるかのどちらかの道を歩んだ。 NLRBは，その草創期にはきわめ
て厳格にワグナー法の会社組合禁止令を実行していた。どれだけの会社組
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合が1935年から1940年の間に姿を消したかはこれまで正確に算定されたこ
とがない。この論文ではこの点に関する推計を示すつもりである。
生き延びた会社組合は，財政的に雁用主から独立した比較的自律的な組
織へと徐々に進化し，緻坊ローグノら哲伶として知られるようになった。｛斜
体は原文がイタリックであることを示す。以下同様一訳注，伊藤。｝以前の会社
組合がNLRBの監視と全国組合の傘下に入った組合が試みる組合員の引
き抜きとに耐え得たことが，戦時中に独立ローカル組合を設立しようとす
る雇用主と労働者の新しいグループに希望を与えた。その後， 1947年のタ
フト・ハートレー法がNLRBがより寛大なアプローチをとることを暗に
示唆した時，独立ローカル組合の結成率は向上し，その躍進は1950年代の
中頃まで続くこととなる。多くの独立ローカル組合は，この間に血気盛ん
な組織となり，全国組合の傘下組合による組合員の引き抜き攻勢をうまく
回避し，そして自分たち自身が取り組んだ何件かの組合員引き抜き攻撃で
成功を納めていた。独立ローカル組合は，内部での討議と落選者が選挙無
効という異議申し立てを行える選挙(contestedelections)によって民主的
な組織となっていた。それは，ホワイトカラー労働者と，大都市郊外にあ
る中小企業の従業員に受け入れられていた。こういったホワイトカラーや
中小企業労働者は，ユニオニズムが1950年代に手を伸ばさなかった主要な
セクターであったことから，評論家たちは独立ローカル組合のバラ色の未
来を予想していた。つまり，「自分たちの立場を守り通す以上のものとなる」
と (Troy1960:503)。
しかしながら，事実は， 1950年代の後半以降，独立ローカル組合はそこ
から決して回復できないほどの衰退を示している。新しい独立ローカル組
合はほとんど出現せず， NLRBの解体は継続し，全国組合傘下の組合によ
る独立ローカル組合員の引き抜きはいっそう熟達したものとなっていた。
独立ローカル組合が完全に姿を消したわけではなかったが， 1970年代まで
にアメリカの労使関係であまり重要な地位を占めるものではなくなってい
たのである。
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1935年から1967年の独立ローカル組合員に関する統計的分析を試みた
後，この小論は組合員の動向を決定づけた諸要因を詳しく考察するつもり
である。そういった要因には，労働法の改変，独立ローカル組合がもつ諸
特徴，独立ローカル組合に対する労働者の態度，そして雇用主の労使関係
政策が含まれる。この最後の点に関して， 1950年代になっても依然として
独立ローカル組合を支持していた雁用主でさえ，それとの団体交渉から離
れ， 1960-1970年代の「新しい組合不在モデル」と似たものに適応してい
たことを示唆する新しい証拠を提供するつもりである。もし，議会と
NLRBが独立ローカル組合に対して寛大であったとしたなら，これと同じ
ような適応が起きたかどうかという問題は未解決なままである。その答え
がどうであれ，今日，議会と NLRBは，代表制の諸形態(representational
forms)を実験する場を提供することで，独立ローカル組合や雁用主によっ
て支援された別の組織への長年にわたる敵意を緩和しようとしているので
ある。
1935-1967年における会社組合と独立組合の動向
20世紀財団 (TwentiethCentury Fund)が行った調査によれば，ワグナ
一法制定直前の1935年始めに，会社組合によって代表された労働者は約250
万人いた (TwentiethCentury Fund 1935:79-80)。もし会社組合の平均規
模が1935年にも1932年とほぼ同程度（すなわち，一組合当たり1,645人）で
あったとするなら， 1935年には約1,515の会社組合があったことになる
(Millis and Montgomery, 1945:835)。これらの会社組合の多くはワグナ
一法制定後に姿を消した。ワグナー法は，雇用主が労働組織を支配するか，
干渉するか，あるいはそれに財政的支援を提供することを不当労働行為と
していた注I)。
ワグナー法制定以前には，ローズヴェルト政府とその支持者たちは会社
組合の問題に関して分裂していた。一方で，ヒュー・ジョンソン (Hugh
Johnson)やドナルド・リッチバーグ (DonaldRichberg) といった全国復
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興庁(NRA)の政策担当者は，（第 1次世界大戦中に設置された工場委員会
でそうであったように）このような組合が全国組合と共存することができ
ると考えたことから，そして会社組合は労働運動がそれまで組織化するこ
とが不可能であるか，あるいは組織化しようとしなかった労働者にも代表
制を提供すると信じていたことから，会社組合の存続を望んでいた。他方，
AFLは会社組合が全国組合の補完物ではなく，純粋に全国組合の代用物で
あるという立場を取っており，独自の組織化活動を行っていた(Dubofsky
1994)。
3つめは， 1930年代以前に設置された工場委員会と従業員代表制の協力
的で自治的な考え方に同情的であったワグナー上院議員の立場であった
(Barenberg 1993)。しかし，彼は全国産業復興法 (NationalIndustrial 
Recovery Act)後に雇用主によつで慌ただしく設置された会社組合がこう
いった特徴をほとんどもっていなかったと考えていた。そして彼は，大規
模な賃上げだけが不況を終わらせ，会社組合は決して全国組合と同じほど
効率的に賃金を引き上げることはできないという考えを自分以外の過小消
費論者たちと共有していた (Jacoby1993, Kaufman 1996, Mitchell 1986)。
ワグナー上院議員の立場は，ワグナー法に妥協案を盛り込ませる方向へと
導いた。同法は，会社組合を禁止しなかったが，ただそれは雇用主の支持
のもとで作られた会社組合~そのほとんどがそうである—は悪影響を
与えるものであることを根拠に，解体は免れないと解釈された。事実，こ
の点は草創期の NLRBが同法を解釈した内容であった。これは，NLRBが
会社組合が公正な代表選挙を妨害した多数の事例を目にしたことや，当初
のNLRBのメンバーの政治的な性向が会社組合だけではなく多くの職種
別組合の嫌疑を隠す原因となったことから生じていた (Gross1981)。
当初，多くの雇用主はワグナー法の第 8条第 2項にほとんど関心を示さ
なかったし，それどころか最高裁判所が同法を違憲と見なすと完璧に期待
していた。しかし， 1937年に最高裁判所は同法に合憲判決を下したのであ
る。その後， NLRBは解体のペースを速め，厳しいルールを適用した。解
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体された会社組合は，たとえ雇用主がその支援を撤回したとしても，選挙
に出るのは許されなかった。会社組合支持者の困惑に対し， NLRBは全国
組合傘下の腐敗したローカル組合には，「恋仲 (sweetheart)」状態にある
ものとしてこの同じ制限は適用しなかった。この場合，全国組合傘下の組
合は，もし雇用主がその支援をすでに停止していたのを証明できた場合に
は，選挙に出ることができた (Crager1942)。これに加えて，自動車・鉄
鋼・農機具産業でそうであったように，ますます多くの会社組合が全国組
合傘下の組合に乗っ取られた。既成の組織を乗っ取るのは組合不在企業の
組織だっていない従業員の組織化よりも容易であったので，会社組合は全
国組合にとって興味をそそる標的となった。
こういった展開に対応して，いくつかの会社組合は，それ自身が財政的
にも，雇用主からも独立し，労働組合の組織や方法を真似てはいるが別の
特徴をもつ新たな組織—独立ローカル組合ー一ーに変身した (Saposs
1936, Rosenfarb 1940)。雇用主は独立ローカル組合を結成した忠実な従業
員に暗示的な目配せやうなずき—そして時々はより多くのもの一ーを与
えたが，雇用主が合法的にそのプロセスにかかわることはできなかった。
全国組合の指導者たちは，労働者が雇用主の支持あるいは強制がないと
ころで独立ローカル組合の結成を喜んで選択するのかどうかを疑ってい
た。ある石油関係の組合 (CIO系の石油・化学・原子力組合）のオルグは，
会社忠誠心をもつ従業員をゾンビのように見ていた。彼は次のように語っ
ている。石油産業では，「会社組合主義の概念を十二分に教え込まれていた
ことから，従業員たちは，あたかも昏睡状態にあるかのように，一連の［新
しい］会社組合の結成という動議を提出した」，と (0℃onnor 1950:97)。
草創期の NLRBの幹部もこういった見方を取っており，そのことで独立
ローカル組合は非常に敵対的な環境へと導かれていったのである。
.1船'5-.19¢().手の緻立ローグノグ籾伶虞錢の疲が 1935年に存在していた
約1,500の会社組合の内，どれほどが1940年にも存続していたのであろう
サンフォード ・M・ジャコーピィ著
「不自然な消滅：独立ローカル組合の興隆と没落」（伊藤） (635) 83 
か。この問題に答えるためには， 1935年から1940年までに発生した解体数
と，全国組合傘下の組合によって成功した組合員引き抜き数を知らねばな
らない。解体数は比較的容易に得られる。 1940年度までに約700件，その後
のピーク時である1940-1941年に502件，1935年から1940-1941年までに総
計で1,200件の解体が行われていた (Millisand Montgomery 1945:850-1, 
NLRB Annual Reports)。もし，これらすべてが1935年に存在していた会
社組合の解体で，そしてダプル・カウントされていないとすれば， 1941年
中頃までに NLRBは6年前に存在していた全会社組合の約80%を解体し
ていたことになる一~これはとてつもない数字である。
しかしながら，これらの 2つの条件のいずれもそうでなかった。いくつ
かの解体は， 1935年以降に結成された会社組合を含んでいたし，クリーヴ
ランドのトムスン・プロダクツ社 (ThompsonProduct's)の主力工場での
ように，当初は会社組合であったものが重複した化身を構成していた
{Jacoby 1989)。後者の出来事は，量的な問題としてはあまり重要ではな
かった。しかし，すでに言及したように，多くの新しい会社組合が1935年
から1939年の間に現われたことから，前者の点がどの程度一般的に行われ
ていたのかを語るのは難しい。こういった条件があったとしても，膨大な
数の会社組合が1935年から1940年にかけて NLRBによって抹殺されたと
いうケースが依然として残されている。
組合員の引き抜きに関して，会社組合と独立組合は1935年から
1940-1941年の間に1,101回の選挙に参加し，これらの内の半分に当たる
556回の選挙で敗北した (Millisand Montgomery 1945:853)。不幸にも，
会社組合の合計「消滅」数を得るのに，ただ単に1,200件の NLRBによる
解体をこの数字に加えるだけではすまない。なぜなら，いくつかの場合，
選挙の間に敗北した独立組合が敗北を認めることを拒否するか，あるいは
法的訴訟の最中であって，その後NLRBによって解体されたからである。
この点に関して言えるのは次のようなことである。 NLRBによる行政上の
裁定が1935年から1940年までに NLRB選挙によって抹殺された 2倍に当
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たる独立ローカル組合を抹殺し， 1935年に存在していた独立ローカル組合
あるいはその後に結成された独立ローカル組合の内，その大多数は1940年
までにすでに姿を消していた。
しかしながら， 1935年から1940年の間に，会社組合に何が起こったのか
を判断する別の方法がある。利用可能な1967年データにおける存続組合か
ら逆算することで， 1940年に存在していた独立ローカル組合数を推計でき
るのである。 1967年にも存続していた独立ローカル組合集団 (cohort)か
ら1940年の数を確認し， 1940年から1967年の間に起こった同集団内の消滅
数を加えることによってそれは推計できる。以下の計算は，控え目な想定
に基づいているため，最終推計値は存在する独立ローカル組合数の下限と
考えるべきものである。｛この最後の文章の訳は原文通りではなく，ジャコービ
ィ教授の解説によるものである一訳注，伊藤。｝
出発点は，1967年に合衆国では総数で884の独立ローカル組合が存在して
いたとする労働統計局の包括的な調査である。労働統計局はこれらの独立
ローカル組合に設立年月日を尋ねている。年月日を特定できる組合 (12%
は無回答）について， 171組合が1940年以前に結成されていた。 (1967年に，
これら171組合には19万2,000人の組合員がいた。）もし設立年月日を報告し
ていない組合がそれを報告していたグループと同じ割合 (22%)で1940年
以前に設立された組合を含んでいたなら， 1967年には1940年集団の存続組
合として20万4,000人の組合員をもつ194の独立ローカル組合があったこと
になる (BLS1969:14)。
1940年集団が消滅した主な原因は解体と組合員の引き抜きであった。繰
り返すが，解体は容易に判断できる。 1940-1947年に2,167組合の解体があ
り，その大部分—1,554組合一ーは1940年から 1947年の間に生じていた
(NLRB Annual Reports)。もちろん，これらの解体のすべてが1940年集
団に属する独立ローカル組合ではなく，そのいくつかは1940年以降に「誕
生した」独立ローカル組合であった。労働統計局の設立年月日データを使
うことで， 1941年以前に結成された独立ローカル組合が1940年代に存在し
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たすべての独立ローカル組合の40%を構成しており， 1950年代には24%,
1960年代には1967年までで22%を構成していたと推計できる。もし1940年
集団の解体が長期にわたって全独立ローカル組合数に対し同じ割合で影響
していたとすれば， 1940年から1967年の間には1940年集団の独立ローカル
組合を含む約700組合の解体が生じていた。
何人の労働者がこれらの解体された独立ローカル組合に属していたので
あろうか。 1941年以前に結成された独立ローカル組合の1967年時点での平
均規模は1,122人であった。これらの存続独立ローカル組合の組合員数は，
1940年に存在していた平均的な独立ローカル組合よりもおそらく多かっ
た。1947年の不当労働行為一件当たりの平均労働者数である700人でもって
控えめに平均労働者数を推計するなら， 1940年集団の解体によって約49万
人の労働者が影響を受けたことになる注2)0 
次に， 1940年に存在していた独立ローカル組合の内，全国組合傘下の組
合による組合員の引き抜きを経験していたのはどの程度であったのかを推
計する必要がある。この数字を得るために，全国組合の傘下にある組合が
成功した組合員の引き抜きの合計数を最初に計算し，次にこの組合員の引
き抜きの内のどれだけが1940年集団の独立ローカル組合に影響を与えたか
を推計しなければならない。組合員の引き抜きに関するデータの主な情報
源は，その研究が1940~1948年は独立ローカル組合と「左翼」組合を合算
し， 1948~1960年は独立ローカル組合を個々に識別していたクリスロフ
(Joseph Krislov)のデータである (Krislov1954, 1955, 1960)。
クリスロフによれば，独立組合と左翼組合に対する組合員の引き抜き件
数は1940年代には増加から減少に転じている。 1940年の16件から1943年と
1946年には約200件へ，そして1948年には98件にまで減少している。 1950年
代初めには，独立ローカル組合と左翼組合に対する組合員の引き抜きを合
わせた数の約半分が独立ローカル組合に対するものであった。この比率を
1940年代に適用し，年間の数字を抽出するためにクリスロフのデータを平
均すれば，結果として1940~1948年までに独立ローカル組合に対する組合
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員の引き抜き件数は推定で624回という数字が得られる。この内，どれくら
いが成功していたのであろうか。 1950年代に，独立ローカル組合は組合員
の引き抜きでその46%を失っていた (Troy1960)。もしこの割合が1940年
代でも同じであったなら―これは控えめな仮定である—，組合員の引
き抜きが1940-1948年に287独立ローカル組合の「消滅」を説明することと
なる。この時期は， 1940年集団が全独立ローカル組合の33%を占めていた
時期であった。最終結果は次の通りである。 1940年代の組合員の引き抜き
のせいで1940年集団内で95組合の「消滅」があり，総計で4万7,500人の組
合員が失われた (1940年代に組合員の引き抜きによって影響を受けた組合
の平均規模を500人として）。
1948-1958年の組合員の引き抜きに関してはもっと詳しいデータがあ
る。この間，独立ローカル組合に対して行われた組合員の引き抜きで671組
合のなかの308組合が消滅した。 1948年に0.46,1958年に0.25の比重でそれ
ぞれ1940年集団に適用すれば，組合員の引き抜きは1940年集団の111組合に
損害を与えていたことになる。成功・不成功にかかわらず，この間の全独
立ローカル組合に対する組合員の引き抜きの平均規模は300人であり，その
ことで約3万3,000人の組合員を失った。
それゆえ， もし1967年まで存続していた194組合に解体 (700組合）によ
る損失と組合員の引き抜き (206組合）による損失の合計を加えるなら，1940
年には1,100の独立ローカル組合という推計値に到達する。それは， 1935年
に存在していたものの73%に当たっている。 1940-1941年に解体された莫
大な数 (502組合）に従えば，他の事情が同じなら， 1941年には598の独立
ローカル組合が存在していたであろうし，それは1935年の約40%に当たっ
ていた。組合員数については，もし1967年まで存続していた19万2,000人に，
解体 (49万人）と組合員の引き抜き (8万500人）による損失を加えるなら，
1940年の76万2,000人という推計労働者数に到達する。それは， 1935年の総
数の31%に当たっている。 1940-1941年の解体後には，他の事情が同じな
ら， 41万1,000人の独立ローカル組合員がいた。要するに，会社組合とその
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第1表会社組合と独立ローカル組合
(1935~1967年）
年度 独立ローカル組合 組合員数
1935 1,515 2,500,000 
1940 1,100 762,500 
1941 598 411,000 
1947 222 469,000* 
1953 625 605,000 
365 706,000* 
1956 385 709,000* 
1961 1,277 452,000** 
1967 884 475,000** 
*) Troy 1961. 
* *) BLS 1969. 
組合員数は1935年から1941年までに大きく縮小した（第 1表参照）。この縮
小は， NLRBの活動とその程度は小さいが全国組合の傘下にある組合によ
る組合員の引き抜きがもたらしたものであった。
本節の残りの部分で， 1941-1947年， 1947-1953年，そして1953-1967
年における独立ローカル組合の組合員数の動向に関する概観を示しておこ
?、?
Jg,f.J-Jg,/7,4=勿緻訪ローグノら哲伶膚数乞咳籾'I 1941 ~1947年に，正味
の組合員数はほとんど変化していなかった。 トロイ (LeoTroy)は， 1947
年に222の独立ローカル組合に約46万9,000人の組合員がいたと概算してい
る (Troy1960, 1961)。第 2次世界大戦中と終戦直後における独立ローカ
ル組合員の安定は，一部には，解体数が着実に減少したせいであった一
1942年の283件から1944年には101件， 1945年から1947年までは 1年平均で
47件であった。この期間における不当労働行為一件当たりの労働者数に基
づけば，解体による総損失労働者数は1941~ 1947年に51万1,000人と推計で
きる。
この時期には，まだ「散発的な」活動であったが， AFLとCIOに対する
独立ローカル組合からの組合員の引き抜きが始まっている (Krislov1954: 
8 (640) 第 46巻第 5 号
20)。一方，独立ローカル組合に対する全国組合傘下の組合による組合員の
引き抜きは，これまでと同様のペースで継続しており，約9万6,000人の独
立ローカル組合員が第2次世界大戦中・大戦後に全国組合傘下の組合に乗
り換えていた。
独立ローカル組合の解体とそこからの組合員の引き抜き（これらは60万
人の独立ローカル組合員の「消滅」を説明している）は，おおざっぱでは
あるがこの時期の独立ローカル組合の「誕生」によって相殺された。労働
統計局のデータは1967年に存在していた独立ローカル組合の内，146組合が
1940-1945年の間に創設され， 1946年から1950年の間に更に115組合が設立
されたことを示している。 1967年の最初の集団である146組合には12万
7,000人， 2つ目の集団である115組合には 5万6,000人の組合員がいた。も
し115組合を挿入するなら， 13万9,000人の新しい独立ローカル組合員が
1940-1947年に加入し， 1967年まで生き延びていたことになる。 1940年集
団は， 0.25の割合で1967年まで存続していたことが分かっている。もし，
この控えめな存続率を1940-1947年に誕生した組合にも適用すれば，それ
は55万6,000人の新メンバーがこの時期に独立ローカル組合に加入したこ
とを示すことになる。
それで， 1943-1947年までの正味の独立ローカル組合員は，（筆者の1941
年の数値とトロイの1947年での数値の相違に基づけば）わずかに増加して
いるし，（筆者の「消滅」から「誕生」を引くという荒っぽい比較に基づけ
ば）わずかに減少していた。しかしながら，この均衡状態とも取れる姿は，
実際には 2つの相当大きな動きを覆い隠している。つまり，「消滅」と「誕
生」はそれぞれ約50万人ずつであったのである。
J.9✓7-J.95.J-手の緻立ローグノん哲伶虞裁ク淮妍 トロイによれば，独立
ローカル組合員は1947-1953年に46万9,000人から70万6,000人へ， 23万
7,000人の純増を見た (Troy1960, 1961)。トロイの数値は高水準~私の
推計では13万6,000人の純増—であるが，それは信頼できそうである。な
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ぜなら，その前の時期に「誕生」割合が上昇したにもかかわらず，独立ロ
ーカル組合の「消滅」割合が解体数の減少のもとで継続して下落していた
からである。タフト・ハートレー法後の数年間は，独立ローカル組合結成
率が短期間ではあるが加速していた。労働統計局による存続組合数に関す
るデー タは，1940年から1950年までに毎年平均して24の，1951年から1960年
までは平均して29の独立ローカル組合が結成されたことを示している
(BLS 1969)。これらの数字を平均すると， 1947-1953年には 6万3,000人
の組合員を擁する179の独立ローカル組合が創設され，1967年まで存続して
いたという推計がもたらされる。 0.25という存続率を適用すれば，この時
期に25万2,000人の組合員が700の新しい独立ローカル組合に加入していた
とする推計がもたらされる。
戦後の独立ローカル組合の成長について特徴的なのは，それが以前より
も小規模な事業所で創設されていたことにある。存続組合のデータによれ
ば， 1組合当たりの規模は1940年以前には平均1,122人であったのに対し，
新しい規模は1940年代後半には487人， 1950年代には211人にまで落ちてい
た。
もう 1つの戦後の特徴は，選挙で勝利する独立ローカル組合の力量が向
上した点にある。独立ローカル組合は全国組合に勝っており， 1948年から
1958年 (1953年を例外として）まで，全代表選挙の大多数と圧倒的な票数
を勝ち取っていた。独立ローカル組合は全国組合からの組合員の引き抜き
の大多数で勝利していた。その勝率は1948-1958年に乎均で54%に達して
いた (Troy1960)。
独立ローカル組合への信頼が高まったことを示す徴候は，独立ローカル
組合によって全国組合に仕掛けられた組合員の引き抜きであり，独立ロー
カル組合はその 3分の 2で勝利していた (Krislov1954)。あまり活発でな
いという評判とは裏腹に，多くの独立ローカル組合はこの時期組織化運動
にも携わっていた。これらの取り組みは地味なものであった—独立ロー
カル組合が参加した組織化されていない労働者向けの選挙数はピークに達
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した1958年で22回であった一がそれは「『合法的な』組合と競争する際
の独立ローカル組合の力量が高まったこと」を示すもう 1つの徴候であっ
た (Krislov1960:219)。
この時期の「消滅」は，主に解体と全国組合による組合員の引き抜きを
通して生じていた。組合員の引き抜きは1948年から1953年の間に358件起こ
っており，その内全国組合が163件で勝利していた。 1組合の平均組合員数
を約300人とすれば，このような組合員の引き抜きは約4万9,000人の独立
ローカル組合員の損失をもたらした (Troy1960)。解体については，その
傾向は継続して下降気味であった。1948年から1953年までに約6万7,000人
の独立ローカル組合員の損失をもたらした134組合の解体があった。
要約すれば，筆者の推計はこの時期に403の独立ローカル組合が純増した
ことを示しており（トロイの数値よりも高い）， 13万6,000人という組合員
の純増（トロイよりも少ない）を示している（第 1表参照）。
.1.95.J-.1.9tヽ 7年の緻立カローグノク巌吟具r晟rt?J~窃;Y- 1950年代初めに独立ロ
ーカル組合が示した活力は長続きしなかった。独立ローカル組合を巻き込
んだ選挙の合計数は， 1953年の294件から1958年には205件にまで落ち，投
票者数も 6万8,000人から 3万5,000人に下落した。別の言い方をすれば，
独立ローカル組合当たりの選挙人の平均数が231人から170人にまで落ちた
のである (Troy1960)。1950年代に創設された独立ローカル組合が比較的
小さかったことから，それは以前よりも不安定な存在であった。多くが組
合の組織化運動に対抗して創設された単発的な組織であり，その後ゆっく
りと消滅していった(Shostak1962)。労働統計局が1961年に独立ローカル
組合の全国的な調査を行った時，同局は45万2,000人の組合員が1,277の独
立ローカル組合に属しているのを見出しえただけで，そのほとんどが組合
員数100人以下の組合であった (BLS1962)。
1960年代に，新しい独立ローカル組合の結成はほとんどすべての産業と
地域でゆっくりと進行した。存続組合のデータは， 1万1,000人の組合員の
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いるわずかに56の独立ローカル組合が1961年から1967年の間に設立されて
いたことを示している (BLS1969)。さらに解体率は，アイゼンハワー政
府のNLRBのもとでの年平均27件から，ケネディ・ジョンソン政府では年
平均37件に増加した。他の弱体化の徴候は，ニューヨークとカリフォルニ
アにあった巨大独立ローカル組合がアメリカ通信労働組合 (Communica-
tions Workers of America)による組合員引き抜きで敗北した電話産業
と，国際電気労働者組合 (InternationalUnion of Electrical Workers) 
がストロンバーグ＝カールスン社 (Stromberg-Carlson),スプラグ社
(Sprague), そしてワグナー・エレクトリック社 (WagnerElectric)の
巨大独立ローカル組合の組合員を引き抜いた電気機械産業での組合員損失
が含まれていた (Shostak1962: 67, BLS 1969: 12)。
労働法の改変
1935年以降の独立ローカル組合の減少とその後短期間の復活は，いくつ
かの原因が重なり合ったものである。その主な要因には，独立ローカル組
合の諸特徴の相互作用，進化する労働法，労働者の態度，そして雇用主の
戦略といったことがあった。疑いな<,1935年から1940年までの独立ロー
カル組合の急速な減少は，主として雁用主の活動に対するワグナー法の制
限とこの方法が草創期の NLRBに採用されたことによって引き起こされ
た。スミス法案 (Smithbil)に関する1939-1940年の公聴会（タフト・ハ
ートレー法に先行するワグナー法改正提案）において，雇用主は独立ロー
カル組合に対する NLRBの敵意とそれらがもはや厘用主の支援を受けて
いなかった場合ですら解体するというやり方に対し，激しく不平を述べた。
スミス委員会 (Smithcommittee)は，「首尾一貫してこれらの全国組合の
傘下に入っていない組織の絶滅に向けられた政策を追求した」ことに対し
て，後に NLRBを非難している (Millisand Brown 1950:176, 348-53, 
Gross 1981)。
真珠湾攻撃が議会における立法改革への取り組みに終止符を打ったが，
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雇用主は独立ローカル組合に対する NLRBのより寛大な扱いを求めて派
手に宣伝した。 1942年にニューヨークで開催された全国産業協議会 (Con-
ference Board)の円卓会議において，後に全国製造業者協会 (National
Association of Manufacturers)の会長となるフレデリック・クロフォー
ド(FrederickCrawford)は，聴衆に対し「ワグナーであれ誰であれ，独
立組合が依然として生存できるものであることを労働者や経営者に知らせ
る方法を見つけ出す」よう求め，そして次にその「偏見をもった態度」に
ついて NLRBを攻撃した (NewYork Times, May 21, 1942)。｛クロフォ
ドーは， トムスン・プロダクツ社の創業者チャールズ・トムスン(CharlesThomp-
son)の跡を継いで1933年から社長を務めていた。また，全国製造業者協会の会長
になったのは1943年のことであった一訳注，伊藤。}NLRBはこれらの批判，
スミス公聴会において発表された告訴，そして戦争終結時に再開された立
法活動の見通し，に敏感であった。 1940年11月に議長となったハリー・ミ
リス (HarryMillis)のもとで， NLRBはいっそう穏健的なコースをたど
った。既述のように，解体数は着実に減少しており，1941年の502件から1945
年には54件になっていた。教義上の改変も生じていた。唯一の勧告が独立
ローカル組合が雇用主によって支援された会社組合から抜け出すことにあ
った事例と，当事者がそれまでに少なくとも 2年間交渉していた事例では，
NLRBはもし雇用主支配が終わっていたなら独立ローカル組合が選挙に
出るのを許していた―NLRBは全国組合と「恋仲」関係にある傘下のロ
ーカル組合にも同じルールを適用していた (Gross1981, Millis and Brown 
1950)。
タフト・ハートレー法が1947年に制定された時，その会社組合条項はす
でにNLRBの手続となっていたことを成文化したものであった。同法は，
NLRBが全国組合の傘下組合と非傘下組合を差別することを禁止した。そ
こでは，ワグナー法下での状況と対照的に， NLRBは独立ローカル組合に
好都合な方法で法律を解釈していた。組合を支援していた雇用主の事件を
裁く時， NLRBはもはや傘下関係には注意を払わなかった。その代わりに，
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区別は雇用主支配（その救済策は依然として解体であった）と重要度はそ
れほどでもなかった非合法的な雇用主の干渉とにあった。もし雇用主が干
渉を停止したなら， NLRBは独立ローカル組合が代表選挙に出るのを許可
していた。タフト・ハートレー法はまた， NLRBに分断ルール (fracture
rules)の適用を弱めることを強いた。｛ジャコービィ教授によれば，分断ルー
ルは雇用主支配の会社組合が独立組合へ進化していく際に関係する法的ルール
で，このルールが適用されれば分断が生じるが， もし「独立」組合が実質上独立
していなければ分断はないとのことである一訳注，伊藤。｝独立ローカル組合に
よる代表選挙請願の訴えの 6カ月以上前に犯された不当労働行為は，請願
に何ら影響を及ぽさないとされたのである。これらの改変は，結果的に既
存の会社組合の法的地位を帳消しにした。
タフト・ハートレー法のもう 1つの規定は，何人かの雇用主（およぴ法
廷）によって認証された組合がない場合には，苦情，賃金，労働条件を討
議する従業員委員会 (employeecommittees)の結成を認めると解釈され
た。このような委員会を特に認める表現が同法の下院版［ハートレー法案
の第8条第d項 (3)]に含まれていたが，上院版にはこのような条項は含 — 
まれていなかった。その代わりに，上院法案は既存の第9条第a項（「個々
の従業員あるいは従業員のグループはいつでもその雇用主に苦情を提出す
る権利をもつべきである」）に次のような表現を加えた。つまり，「調整が
現実の団体交渉契約あるいは協約条件と一致する限り，そういった苦情は
交渉代表の仲裁なしに調整される」，と。修正された第9条第a項が交渉機
関が整っている状況に適用される一方，組織化されていない職場では従業
員委員会に適用されるものと解釈してもいいものとなったのである。実際，
上院と協議した後，下院の協議委員 (conferees)は修正された第9条第a
項が「個々の従業員と従業員のグループが雇用主と会合するのを許す」こ
とから，第8条第d項 (3)は不必要であると下院議員たちに報告した。
かくして，タフト・ハートレー法は認可委員会 (sanctioncommittees)に
持ち出され， NLRBが雇用主の干渉にもっと穏やかな救済策を割り当てる
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ことで，独立ローカル組合の結成が高まる段階が設定されたのである。
1947-1953年に，独立ローカル組合はAFLあるいはCIOの組合員数の増
加よりもより速いペースで成長した (Note1957, Millis and Brown 1950, 
Cabot Carbon 1959:215-17)。
NLRBの創設以来初めて共和党に任命された委員会が，その前任者より
いっそう保守的なコースをたどった1950年代に，独立ローカル組合に有利
にはたらく裁定が登場した。しかしながら，アイゼンハワー政府のNLRB
は解体を求めることをあまりせず，その代わりに非合法的な支援を停止す
ることを雇用主に好んで命じた。（アイゼンハワー政府の NLRBのもとで
の解体は， 1年平均でわずか26件であった。）ある上訴裁判所が認めたよう
に， NLRBはもはや「自分たちの交渉代表として外部組合を選ぶよう従業
員を子ども扱いする必要はなかった。」 (CoppusEngineering 1957:23 15) 
連邦裁判所は，独立ローカル組合に対する NLRBのいっそう寛大な取
り扱いを徐々に承認した。現在の NLRB委員長ウィリアム・ゴールド
(William Gould)が最近「ランドマークとなる事件」と呼んだ1955年の
シカゴ・ローハイメ食燿#It算f:(Chicago Rawhide 1955)では，上訴
裁判所は1950年代初めに新しい組合不在工場において結成された従業員組
合 (employeeassociation)の合法性を支持していた (Gould1996)。従業
員組合の合法性ー一雇用主がそれに対して種々の支援を与えていたとして
も一~ り文句を見出そうとする試みのなかで，裁判所は「支
援 (support)」と「協力 (cooperation)」との間に区別を付けた。支援は，
「罪はないけれども，それが少なくともある程度の統制あるいは影響力を
構成する」がゆえに許されなかった。しかしながら，協力は，「ただ独立し
たいという意図を実行する際に従業員あるいは彼らの交渉代表をただ援助
するものである。」言い換えれば，援助は「必ずしも支配を意味せず……，
NLRBは実際に雇用主が組合に対して会社による統制を行っていること
を証明しなくてはならない。」それゆえ，雇用主の行動が支援（違法）ある
いは協力的な援助（合法）であったかどうかについてのテストは明確では
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なかった。別の事件の表現法を使って裁判所が許可したように，それは「従
業員の見地からは，客観的［テスト］ではなく，どちらかと言うと主観的」
であった。それで， 1940年代初めから1950年代後半まで，法を取り巻く雰
囲気は独立ローカル組合に対して次第に寛大となった。
独立ローカル組合の諸特徴
独立ローカル組合に共通した 1つの特徴は，ー企業との間の一体化であ
った。全国組合傘下のローカルも同じように方向付けられていたが，それ
らは別のいっそう拡散型の関心をもっていた。つまり，技能，職業，ある
いは産業，そして全国組合それ自体としての関心である。大企業のなかで
は，独立ローカル組合と雁用主の間の一元的な繋がりは，キャリアタイプ
の雇用関係を促進するよう意図された人事方針を強化した。それゆえ，独
立ローカル組合の登場と体系的な人事管理やフリンジ・ベネフィットとい
った企業志向の政策の間には強い相関関係があった (Nelson1982, Jacoby 
1997)。
産業別組合と比較した時，独立ローカル組合は，「大きい」政府と「強力
な」労働者に疑問を抱く保守的な組織であった。第 2次世界大戦後，この
保守性は大都市の郊外，伝統的に部外者に用心深かった場所にあった規模
のより小さな企業で独立ローカル組合が急増するのを助けた。それらが1
つの企業に焦点を当て，別の組合から孤立していたことから，多くの独立
ローカル組合はその指導層のパーソナリティを中心に展開していた。独立
ローカル組合の人を基準とする文化は，それと交渉している企業にいた家
族志向で，カリスマ的なタイプの経営者と何の抵抗もなくかみ合っていた
—実際は強制されていたが。それにもかかわらず，独立ローカル組合の
形式張らないという特徴は衰退した。それは，全国組合傘下の組合のより
官僚的であるが，民主的でもある指導体制に比べると，耐えられないほど
の少数独裁制を時として生み出していた。
ショスタック (ArthurB. Shostak)が1950年代後半に独立ローカル組合
96 (648) 第 46巻第 5 号
を調査した時，彼はその研究で独立ローカル組合のおよそ半分が「弱体で
ある」ことを発見した。交渉に向けて不十分な準備しかしておらず，めっ
たに雇用主の権威に挑戦しなかった (Shostak1962)。その多くが小さく
て，田舎風で，そして経験不足であった。そのほとんどが1920年代あるい
は1930年代からの存続組合ではなく，大部分が1940年代と1950年代の始め
に創設されていた。その多くは組合の組織化運動に対応して始まり，通常
保守的で忠実な従業員の支援を受けた雇用主によって設置されていた。例
えば，ある 1つの工場では，独立ローカル組合は従業員がチームスターズ
を恐れていたから成功していた。別の工場では，独立ローカル組合はそれ
まで小さな企業を経営していた人物に指導されていた。彼は，自分の会社
の倒産を婦人衣料労働組合 (Ladies'GarmentWorkers Union)のせいに
していた。
他方，弱い独立ローカル組合より独立度は高いが，たいていの全国組合
に比べてあまり好戦的でないショスタックのいう「強い」独立ローカル組
合もあった。強い独立ローカル組合はめったにストライキに訴えなかった
が，契約を拒絶するか，あるいは全国組合の傘下に入ると威嚇することで
雇用主に圧力をかける別の方法をもっていた。強力な独立ローカル組合は
しばしば都市部にあり，全国組合からの定期的な組合員の引き抜きに直面
していた。このため―そしてその内部構造のせいで—，これらの独立
ローカル組合はしばしば全国組合の傘下にある数多くのローカル組合を扱
わねばならなかった職場代表 (businessagents)よりも，そのメンバーに
対しより良い「サーピスを提供」していた。例えば，両タイプの組合があ
ったトムスン・プロダクツ社 (ThompsonProducts, 今日のTRW)にお
いては，独立ローカル組合のある工場における苦情率は全米自動車労組
(United Autoworkers, UAW)によって代表されている全国組合傘下の
工場より低かったが，独立ローカル組合はより多くの苦情を仲裁に委ねて
いた。同じく両タイプの組合があったスウィフト社 (Swift& Company) 
においても，独立ローカル組合工場はAFLの傘下にあった工場（食肉職
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人）よりも高い苦情率とより多くの職場委員 (steward)がいたが， CIO系
の缶詰労働組合 (PackinghouseWorkers)が代表していた工場ほどでも
なかった (Jacobyand Verma 1992, Purcell 1960)。
独立ローカル組合のセールスポイントは，全国組合の組合費よりも低額
の組合費でサービスを提供した点にあった。だが，独立ローカル組合はた
いていの全国組合より少ないサービスーーレクリエーション，教育，そし
て情報 しか提供していなかったので，その交渉は一見そう感じられる
ほどのものではなかった。他方，独立ローカル組合は財政的・組織的な自
治—シュトラウス (GeorgeStrauss)が「組合分権化(uniondecentraliza-
tion)」と呼ぶもの一の結果として，いくつかの長所を有していた
(Strauss 1991)。この点は，より規模が大きくて官僚的な組合よりもその
組合員に多くの影響を与えた強力な民主主義，ジェファーソン流の民主主
義に近いものを可能にした。｛ジェファーソン流の民主主義は，中央集権を極力
抑えることをその特徴の 1つとしていた一訳注，伊藤。｝特にこれは，そのメン
バーの積極的な参加について誇りをもっていた「強い」独立ローカル組合
に当たっていた。このような独立ローカル組合のもつ特徴が，一方でその
弱さをもたらすものと見なされ始めていたが，全国組合との競争と状況的
な要因がそれらを長期にわたって進化させた。ショスタックの例に示され
た強い組合は，弱い組合よりも平均して長い歴史をもっていた (Shostak
1962, Jacoby 1997, Personnel 1955)。
この同じ進化は， トムスン・プロダクツ社では1930年代始めに経営者側
によって始められたが無活動であった会社組合が，相対的に独立してはい
るけれども協力関係にある独立ローカル組合に転身した19,40年代と1950年
代に起こっている (Jacoby1989, 1997)。トムスン社の独立ローカル組合
の最大のものは，航空機製造工同盟 (AircraftWorkers Alliance, AW A) 
で，それはクリーヴランド地城のトムスン工場労働者を代表していた。何
年にもわたって， AWAは労働協約の運用と交渉に熟達した中核的指導層
を育成していた。これらの指導層は，追従的とまではいえないものの，め
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ったに経営者側と対立しなかった。例えば，「恋仲」組合と違って，頑強に
苦情を主張し，会社にその政策と制度を変えるよう説得したように， AWA
は経営者側とは合意に達していなかった。それにもかかわらず， AWAの
指導層は多くの全国組合傘下のローカル組合が典型的に示していた好戦性
をめったに見せなかった。この点のいくつかは，労使協議会(jointcouncil 
meetings)の活用で跡づけることができる。それは，契約満了時に噴出さ
せるよりもむしろ，定期的に相違を公表するのを許した。労使協議会は，
協力的で，双方が対等な責任をもち，そして感じのいい雰囲気をもってい
た。（年代物のIWWのスローガンである「マホガニー製テープルの下の足
は蹴り合わない」と断言していたのも理由のないことではなかった。）それ
から，AWAは全国組合傘下のローカル組合と対照的に，引退する役員が組
合幹部となる機会を提供しなかったという事実があった。指導層は，管理
職に昇進しないなら，その任期が切れた時には以前の仕事に戻ったが， も
し彼らがあまりにも争いを好むようであったなら，昇進はありえなかった
のである。
AWAの顕著な特徴は他の組合から孤立していたことにあった。それは，
クリーヴランド地域外のトムスン・プロダクツ社の工場におけるローカル
組合とめったに接触することはなく，またまった＜公式の結びつきもなか
った。クリーヴランド地域内では， AFL系と CIO系のローカル組合は
AWAを軽べつし，疑いの目で見ていた。逆に， AWAも同じように見てい
た。自身の役員を訓練するにはあまりにも小さすぎ，労働者教育プログラ
ムの主流からも隔絶していた結果， AWAは組織の基本的な欲求をある程
度満たすために経営者側に頼らざるを得なかった。同社は新たに選ばれた
職場委員向けの講座を開講し，彼らはそこでトムスン社の人事慣行，財務
状態，マーケットに関する情報を受け取っていた。同社の経営陣は， AWA
の役員をアメリカ経営者協会 (AmericanManagement Association)の
会議に連れて行ったり，職務評価といった専門的な問題に関する学習説明
会を開いたりすることで，新役員の「取り込み」に努めた。こういったな
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かで， UAWが1960年代にトムスン社のクリーヴランド工場に再び現われ
た時，そのオルグたちがAWAと経営者側との「馴れ合い関係」を厳しく
非難したことは驚くことではなかった。労働組合の観点からすれば， AWA
の孤立性とその経営者側への依存は，何か奇妙なものであった。しかし，
AWAの内部から見た時，すなわちトムスン社の進歩的なウェルフェア・キ
ャピタリズムの進化種という脈絡から見た場合には， AWAはそれほど特
異な存在ではないように思われる。
すべての独立ローカル組合がAWAほど孤立的であったわけではなか
った。アメリカには，同じ会社，都市，地理的な地域，あるいは産業の独
立ローカル組合で構成される連合体があった。同一会社の連合体の例には，
スウィフト社の全国缶詰工場労働者友愛組合 (NationalBrotherhood of 
Packinghouse Workers)や1950年代にインディアナ・スタンダード・オ
イル社のいくつかの独立ローカル組合に属している約5,000人の従業員を
代表していた中部諸州石油組合 (CentralStates Petroleum Union)が含
まれよう。複数雇用主の連合体は石油精製業で顕著であり，そこにはCIO
傘下の石油・化学・原子力労働組合 (Oil,Chemical, and Atomic Workers) 
の組織化運動に直面した6つの独立ローカル組合によって1955年に始めら
れた独立石油組合連合 (Federationof Independent Oil Unions)のよう
な組織を見出すことができる (Brandt1960, Marshall 1961, Purcell 1960, 
Shostak 1962)。しかしながら，最大の複数雇用主の連合体は，電話産業に
あった。 1930年代後半から1940年代にかけて，全国電話労働者連盟
(National Federation of Telephone Workers) —電話産業の主な全
国組合~ 種々のベル操業会社からの独立ローカル組合で構成されて
いた。アメリカ通信労働組合が1947年に全国電話労働者連盟から誕生した
後，いくつかのベル系独立ローカル組合~に太平洋沿岸と北東部のホ
ワイトカラー事務職員と高賃金従業員を代表していた一―・が，独立電話組
合同盟 (Allianceof Independent Telephone Unions)やニューイングラ
ンド電話交換手連盟 (NewEngland Federation of Telephone Operators) 
100 (652) 第 46 巻第 5 号
を結成する一方で，独立性を維持することを決定していた。 1950年代初め
に4万人のメンバーをもっていると主張していた全国給与制労働者組合連
合(NationalFederation of Salaried Unions)や，ポーイング社(Boeing),
ダグラス社(Douglas),スペリー社(Sperry),ハネウェル社(Honeywell),
その他の会社のエンジニアと製図工を代表する独立ローカル組合で構成さ
れていたアメリカ技術・科学者連合 (Engineersand Scientists of Amer-
ica)といった，ホワイトカラーと専門職の独立ローカル組合の複数雇用主
の連合体もいくつかあった (Schacht1985, Barbash 1952, Troy 1958, 
Waters 1954, Fortune 1956: 203, Walton 1961)。
複数産業の独立ローカル組合連合体はAFLやCIOと似ており，最大の
ものは1950年に全国缶詰工場労働者友愛組合によって始められ，イリノイ
州・カンザス州・ミズーリ州の会社にあった独立ローカル組合も所属して
いた全国独立組合協議会 (NationalIndependent Union Council)であっ
た。同じような組織には， 1942年に活動を始めたアメリカ連合組合 (Con-
federated Unions of America)や全国独立組合連合(NationalFederation 
of Independent Unions)があった。 3つの連合体は独立組合会議(Congress
of Independent Unions)を結成するために1960年に合併し，それは，スウ
イフト社のローカル組合のほかに，ゼニス・エレクトリック社 (Zenith
Electronic), アームコ・スティール社 (ARMCOSteel), エルギン・ウォ
ッチ社(ElginWatch)およびその他の会社の独立ローカル組合も参加して
いた。これらの連合体がそのメンバーに提供したサーピスには，熟達した
交渉者からなるスタッフ，契約や賃金に関する情報，月刊誌，そして，「彼
らを孤立という危険から守る正規の労働者連盟の組合員という利点，つま
り全国独立組合連合の傘下団体は『会社組合』というレッテルをはられな
いし，あるいは経営者側や他のいかなる支配のもとにあったと言って非難
されることのない利点」 (UnionLabor News Review 1964:2)があった。
たいていの独立ローカル組合が専従のスタッフを雇うにはあまりにも規
模が小さかったことから，それらは独立ローカル組合の代理を務めること
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を専門とした弁護士からのアドバイスに頼っていた。こういった「連合体」
が通常新しいクライアントを獲得するための起業家的新機軸以外の何もの
ではなかったけれども，こういった弁護士たちは時にはそのクライアント
を連合体に合体させた。クリーヴランドのミ・ルトン・ローミッシュ(Milton
Roemisch)は， 1930年代と1940年代の独立ローカル組合のアドバイザーで
あり事実上の指導者として出現した新しいタイプの弁護士の 1人であっ
た。ローミッシュは，オハイオ・ツール社 (OhioTool), シャーウィン・
ウィリアムズ・ペイント社 (Sherwin-WilliamsPaint), トムスン・プロダ
クツ社，およびオハイオ・クランクシャフト社 (OhioCrankshaft)を含む
多くのクリーヴランド地域の会社で独立組合の代理を務めていた。 1940年
代初めに，ローミッシュはこれら26の独立組合をアメリカ労働者全国同盟
(National League of American Labor) と呼ばれる連合体の傘下におい
た (Jacoby1997)注c3¥
労働者と経営者の態度
独立ローカル組合が1950年代に関係したNLRB選挙の大多数で勝利し
たことは，労働者が全国組合あるいは組合不在よりも独立ローカル組合の
方を好む何らかの首尾一貫した理由をもっていたことを示している。 1つ
の重要な要因は，そうでなければ全国組合によって排除されていたかも知
れない報酬上のプレミアムを維持したいとする独立ローカル組合員の願望
であった。労働組合のオルグたちは，独立ローカル組合が組合賃金率と同
等かあるいはそれよりも多くを支払っていたことをあっさりと認めてい
た。石油・科学・原子力労働組合 (OCAW)のある幹部は，独立ローカル
組合のメンバーは「自由を除いて，組合員が賃金と労働条件で得ていたこ
とのすべてをもっていた」と辛辣に述べている (0℃onnor 1950:97)。これ
らのプレミアムは内因性のもの一それらは以前からあったスキルあるい
は地理的な賃金格差のせい—であったが，それらは全国組合が押し進め
た賃金標準化政策によって脅威にさらされていた。トロイは，ベル・シス
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テム—アメリカ通信労働組合がアトランタ，クリーヴランド，フィラデ
ルフィアといったより低賃金都市にそのローカルをもっていたのに対し，
独立ローカル組合はシカゴ，ニューヨーク，ロサンゼルスといった高賃金
都市で見出された一の事例と，輸送労働組合 (TransitWorkers)や自
動車労働組合 (AutomobileWorkers)のような他の産業別組合からの事
例を引用していた (Troy1960)。それらは，周期的に独立ローカル組合へ
の技術職の鞍替えを経験していた。熟練技能エの隔離策(craftseverance) 
に対する NLRBの敵意は， CIOとの合俳前にAFLから出された抗議にも
かかわらず，それがなければ独立ローカル組合員の追加的な供給源となっ
たかもしれない労働者を挫折させていた(Tomlins1985)。｛ジャコービィ教
授によると，この隔離策とは，産業別組合が熟練エと未熟練工のいる工場を組織
化しようとした時，熟練技能エたちは自分たち自身の組合を選好し， NLRBに対
して「隔離」してもいいかどうかの伺いを立てることを言う。このプロセスに関
係するのが熟練技能エの隔離ルール (craftsevera1_1ce rules)である一訳注，伊
藤。｝
独立ローカル組合がそのメンパーから支持されていたもう 1つの理由
は，それが低額の組合費しか課していなかったという単純な事実にあった。
独立ローカル組合と全国組合を対比した組合費率は，スウィフト社の4分
の1からトムスン・プロダクツ社での6分の 1にまで及んでいたし，規模
の小さな企業ではそれ以下であった (Purcell1960, Jacoby 1997)。
第3の理由として，多くの独立ローカル組合は全国組合が提供し得たよ
りもいっそう直接的な組合民主主義を提供していたことがある。独立ロー
カル組合の全役員—委員長とそれ以下の役員—は，工場出身であり，
組合員からよく知られていた。この心やすさは，独立ローカル組合が絶え
ず全国組合からの挑戦を受けていたという事実とともに，独立ローカル組
合役員を組合民主主義における主要な骨子である組合員の要求に敏感にさ
せた (Robinson1968, Shostak 1962, Sayles and Strauss 1953)。例えば，
トムスン・プロダクツ社においては，独立ローカル組合の選挙は激しく戦
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われ，広く公表されていた。全国組合傘下のローカルと異なり，独立ロー
カル組合は自身の運命の決定者であった。彼らはより上の筋からの質問に
答える必要はなかったし，あるいは自分たち自身が選択したものでない政
策に従う必要もなかった。スタッフをもたず，単純な組織しかなかったこ
とから，独立ローカル組合は全国組合ほども型にはまっておらず，UAWは
トムスン社の独立ローカル組合が定例会合を開催していないと非難したけ
れども， トムスン社の独立ローカル組合の規模の小ささと数多くの社会的
な活動はその役員と一般組合員の「大多数 (middlemass)」との接触を続け
させた (Strauss1977)。どのように組合を運営すべきかについて語る外部
の専門家あるいは職場代表はいなかった。「あなたのための組合 (your
union)」であろうとする独立ローカル組合の主張は，「全国唯一の大組合」
を提供するという UAWの約束よりいっそう魅力的なイメージを初彿と
させた。この点を理解していたAWAは， UAWを「蛸」と表現し， トム
スン社の労働者にそれを食べないよう強制した (Jacoby1997)。
独立ローカル組合がしばしば大都市郊外の小規模企業で見出されたこと
から，その組合員は保守主義的で経営者ぴいきとなる傾向があった。組合
員は，自分たちを雇い，毎H現場とコミュニティーで目の前にいる小規模
企業の実業家の生産者としての価値と同一化することで，自営への夢を育
んでいた。経営者側への忠誠が独立ローカル組合員をあまりストライキに
訴えなくさせ，事実，独立ローカル組合によるストライキはめったに発生
しなかった。スウィフト社の独立ローカル組合は，全国組合が交渉戦術と
してあまりにもストライキに頼りすぎていると不平を言って，全国的な食
肉加工組合が1940年代後半と1950年代に決行したストライキに参加するこ
とを 4度も拒否していた。全国組合は他の理由でも嫌われていた。つまり，
そのリベラルな性癖，共産主義者との連携，あるいはただ単にそれが「外
部」の大組織—チェーンストアのように—であったという現実からも
嫌われていた。シカゴ，デトロイト，ピッツバーグにおける CIOの勝利の
物語と並んで，労働者の中西部の砦においてさえ都市部の経営者と労働者
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を結ぴ付けた保守的で，孤立的な価値について語られるもう 1つの物語が
あった。この点に関しては，すべてのメンバーがオランダ改革派教会
(Dutch Reformed Church)に属し， ミシガン州ホーランド近郊に住んで
いたキリスト教労働者連合 (ChristianLabor Association)によって結成
された5つの独立ローカル組合について考えてみればよい。
最後に，独立ローカル組合は全国組合がその要求と関心に無神経であっ
たと感じていたグループから支持を得ていた。包括的であろうとする全国
組合の主張にもかかわらず—ある歴史家が「一体性の文化 (culture of 
unity)」(Cohen1990) と名づけたものをもっために—，新しい CIO 系
組合内部の文化はしばしばAFLのそれに類似していた。すなわち，白人，
男性，手エ労働者の利害によって支配されていたのである。 CIO系組合の
指導層はしばしば人種差別を非難したが，白人労働者が組合を彼らの特別
保護区と見なし，そして黒人を締め出そうとしていた工場レベルでは問題
は別であった。これは白人のUAW組合員が黒人労働者を差別したトムス
ン・プロダクツ社において本当にあったことで，黒人労働者を独立ローカ
ル組合の支持者とし，そしてまた1940年代に黒人労働者を雁用し続けた経
営者に対する確固とした支持者へと変えたのであった。スウィフト社では，
黒人労働者は人種差別の長い歴史をもっていたAFL系の食肉加工組合
(Meatcutters Union) よりも独立ローカル組合を選好していた。
女性労働者は独立ローカル組合を不均衡に支持していたもう 1つのグル
ープであった。 1960年代末のデータは，独立ローカル組合のなかの女性労
働者の割合が全国組合のほぽ2倍であったことを示している (ELS1969)。
この点に関してはほとんど研究がないが，ベル・システムにおける独立ロ
ーカル組合の強さは女性たちがこういった組織を全国組合より選好してい
たという事実に負っていることはありそうである。電話会社従業員の65%
が女性であり，独立ローカル組合と女性雇用との間の相互関係を多くのこ
とが説明しているが，そのなかで確かなのは，女性労働者の要求に鈍感で
あった全国組合オルグが「男性」に対してのみ責任をもつという態度で女
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性を無視していたという事実にあった。さまざまな理由から，女性労働者
はトップ・マネジメント層に比較的忠実であった。パーセル (TheodoreV. 
Purcell)がスウィフト社の従業員を調査した時，独立ローカル組合工場の
女性労働者が同社の従業員グループでは最高レベルの企業忠誠心を示して
いたことを発見している (Purcell1960:67)。電話産業の独立ローカル組合
は，1950年代にカリフォルニアで約 1万3,000人のメンバーをもっていた女
性電話労働者連盟 (Federationof Women Telephone Workers)のよう
に，ジェンダーを明白に認識していた (Troy1958)。
ジェンダーという考えを強めたのは，女性労働者が，電話産業でのよう
に，ホワイトカラー職種一一経営者に比較的忠実であったもう 1つのグル
ープ—で他の職種に比べて数多く雇用されていたという事実にあった。
労働統計局のデータは，独立ローカル組合に属しているホワイトカラー労
働者の割合が全国組合と比ぺて 2倍以上高かったことを示している (BLS
1969)。この現象のもっと良く知られている事例は， GE杜，ロッキード社
(Lockeed), ポーイング社， RCA社，ウェスティングハウス社(Westingh-
ouse)といった会社において，技術職と専門職の代理を務める種々の独立
ローカル組合であった。これらの大部分は，プルーカラーの労働者によっ
て支配されたより規模の大きな産業別組合への包摂を避けるために戦後結
成されたものであった。これらの独立ローカル組合内の専門家と準専門家
は非常に困難な状況に陥っていることを知っている。プロフェッンョナリ
ズムとユニオニズム~虫立ローカル組合の多様性にもかかわらず—が
相容れなかったと断言した全国的な技術者協会からの絶え間ない批判のも
とで，時として全国組合による組合員の引き抜きの被害を受けていた
(Walton 1961, Shostak 1962)。
経営者膚＇患’ 経営者はどのように独立ローカル組合を見ていたの
であろうか。この問いは，通常経営者側の独立ローカル組合に対する評価
が次の最悪の選択肢，すなわち全国組合傘下の組合を考慮した評価に基づ
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いていたことから答えるのは難しい。全国組合傘下の組合がない世界では，
経営者は独立ローカル組合ほど独立性をもち，かつ気まぐれな組織に対し
てはそれほど寛大ではなかったであろう。しかしながら，彼らはワグナー
法以前の時期にそうしていたのと同様，従業員の苦情を処理するための制
度，企業問題に対する従業員の参加を保証する制度，そして従業員に関係
する活動を組織化するための制度，を求めていたのである。事実，この機
能一発言，ガヴァナンス，福祉~ 世紀転換期に出現した
最初の従業員代表制の基礎をなすものであった。多くの企業は，労働組合
の組織化を恐れていたからではなく，その代わりにより直接的な参加とい
う雇用システムを求めていたのであった (Jacoby1985)。
独立ローカル組合がこの直接参加のロジックを支持する限り，経営者は
満足していた。そして，独立ローカル組合が~渉と苦情処理で------ffl
熱を示した時でさえ，経営者がもし独立ローカル組合が全国組合を，特に
彼らが恐れていたCIO傘下のそれを撃退するのを助けたと信じていたな
ら寛大であった。これが1930年代半ばから1950年代半ばまでのほとんどの
時期における状況であった。しかしながら，いくつかの出来事が経営者の
嗜好を変えた。まず第 1に， CIOが1940年代末に共産主義者の一派を叩き
出し， 1955年にAFLと合併した後，それほど脅威ではなくなったことがあ
る。第2に，この同じ時期に新しいメンバーを引き付ける労働運動の力量
が際立って弱まったことである。そして第3に，後に考察するように，雇
用主が従業員参加のメカニズムを依然として提供する一方で，「組合まがい
(unionesque)」でない独立ローカル組合の代替物を育成したことである。
これらの情勢の結果として，経営者側の独立ローカル組合に対する関心は
次第に色あせていった。
1940年代と1950年代の経営者は，独立ローカル組合の保守的志向，政治
との断絶関係，そしてスタッフに左翼「インテリ」の隠れ蓑を貸さなかっ
たという事実から，全国組合の傘下組合よりも独立ローカル組合を選好し
ていた。さらに，独立ローカル組合は経営者側との関係において，協力的
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で問題解決型のアプローチをとる傾向が強かったのである。こういったこ
とをもたらしたのは，独立ローカル組合の幹部役員が常に現場で順応でき
たという単純な事実のためであった。双方の独占から生じてくる協力的な
誘因もあった。つまり，独立ローカル組合は交渉すべき他の会社はなく，
経営者もいかなる組合よりもそれを選好していたのである(Jacoby1989)。
協力関係の証拠は，ストライキがなかったことからよりいっそう柔軟な作
業組織まで多くの面で見られる。例えば， 1950年代の石油精製業では，た
だ独立ローカル組合~ 職種境
界の複雑さを少なくするための職種統合制度 (craftconsolidation plans) 
をもっていた。そして， TRW(トムスン・プロダクツ社の後継会社）にお
いては，同社の独立ローカル組合工場は全国組合の傘下にある工場よりも
少ない職務分類 (jobclassifications)しかなかったのである (Brandt1960: 
148, Jacoby and Verma 1992)。
しかしながら，経営者はまた，独立ローカル組合をしばしばトロイの木
馬の一種と見なして，それに懐疑的となる理由ももっていた。独立ローカ
ル組合のメンバーは，組合不在企業の労働者と異なり，すでに集合体であ
って，契約と苦情処理手続きの極意に精通していたことから，全国組合に
よる組織化の魅惑的な標的となった。全国組合が常に独立ローカル組合員
の引き抜きに成功していたわけではなかったが，それは繰り返し試みられ
ていた。独立ローカル組合員の引き抜きは，簡単に組織化できそうな組合
不在企業（すなわち，南部以外のプルーカラーを中心とした企業）の数が
次第に減少し始めた1950年代に増加した。全独立ローカル組合の10%が
1950年代には毎年引き抜きを経験し，確かに経営者側をいらだたせていた。
スウィフト社の単一独立ローカル組合工場では， 1943年から1959年まで少
なくとも 7度の引き抜きを経験していたが，そのすべてで独立ローカル組
合が僅差で勝利していた (Krislov1960, Shostak 1962, Purcell 1960)。
組合員の引き抜きだけではなく労務コストも，独立ローカル組合を金の
かかる労働関係戦略にした。対照可能な全国組合傘下の組合と比べて，独
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立ローカル組合の労務コストは等しいか，いくつかの事例では高かった。
このプレミアムは独立ローカル組合が維持しようと努めていた既述のスキ
ルあるいは地理的なプレミアムを反映しているか，あるいはそれは独立ロ
ーカル組合が全国組合の傘下に入らないことに対して経営者側から引き出
した返礼であった。 1940年代から1970年代まで，全国組合の傘下に入るこ
とへの経営者側の恐怖を戦略的に利用している独立ローカル組合の証拠が
トムスン・プロダクツ社にはかなりある。 1950年代に引き抜き活動が増加
したことは，この点に関して疑いなく独立ローカル組合により大きな影響
力を付与した (Jacoby1997)。
こういった身近な問題に直面し，なおかつ組合，特に好戦的なCIO系の
組合の脅威が低下したと確信したことで，それまで独立ローカル組合を対
象とした戦略を遂行していたいくつかの会社がそれを捨て始めた。例とし
て，デュポン社 (DuPont)の経験を見てみよう。 1930年代と戦時中を通じ
て，デュポン社はそのアメリカの製造事業所に会社組合を設置し， 1946年
までにその従業員の85%はそれによって代表されていた。しかしながら，
戦後デュポン社は重要な戦略転換を行った。次の10年間に，同社は25の新
しい工場を南部で，すべて独立ローカル組合なしで操業し始めた。 1960年
までに，独立ローカル組合はデュポン社の従業員の59%のみを代表してい
ただけで，この割合はその後も引き続き低下した (Rezler1963)。
すぺての会社がデュポン社と同じスピードで独立ローカル組合戦略を捨
てたわけではなかった。トムスン・プロダクツ社は戦後も独立ローカル組~
合戦略に忠実であって， 1940年代後半から1950年代にかけて同社が建てる
か獲得したすべての新工場において独立ローカル組合（あるいはそれと類
似のもの）を設置した。デュポン社と異なり， トムスン社の工場は組織化
運動が依然として脅威であった中西部と北東部に集中していたのである。
それに， トムスン社の独立ローカル組合はデュポン社のそれほども好戦的
ではなかった。 1944年と1959年の間に，デュポン社の独立ローカル組合は
4度ストライキに訴え，経営者側に対して16度の不当労働行為を告訴した
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のに対し， トムスン社の独立ローカル組合のどれ一つとしてストライキを
せず， NLRBに不満を訴えることもなかった。この事実は，能率増進に協
力する独立ローカル組合の自発的意志と同様， トムスン社の経営陣に独立
ローカル組合のもとでの賃金コストを埋め合わせるのに十分な生産性向上
をもたらしていると確信させた (Rezler1963, Jacoby 1997)。
しかしながら， トムスン社の経営陣が完全にその独立ローカル組合に満
足していたというわけではない。賃金コストは高く，そして組合員の引き
抜き一~そしてそれに伴う訴訟費用—は，繰り返し現れる問題であった。
それで， 1950年代初めにトムスン社は戦後買収した 3つの小規模工場にお
いて独立ローカル組合の代替物—委員会システム (committee system) 
一の実験を始めた。独立ローカル組合の代替物を求める剌激は内部的な
ものであったかもしれないが，タフト・ハートレー法が従業員委員会の結
成を許したという事実は，直接的な原因でなくとも，重要な要因であった。
従業員委員会は独立ローカル組合よりいっそう分権的でインフォーマルな
組織で，オルグにとってはそれを全国組合傘下の組合に変身させるのをよ
り難しくしていた。また，委員会システムははっきりと団体交渉を除外し
ていたので，独立ローカル組合に伴う労務コストの圧力は排除できるもの
となっていた。他方，経営陣は会社組合や独立ローカル組合の積極的な特
徴と見なしたものを新しいシステムがそのまま真似することを望んでい
た。つまり，双方向のコミュニケーション，迅速な意見対立の解決，そし
て問題解決への協力的な態度，である。かくして， トムスン社は過度の独
自性や交渉力はないが，独立ローカル組合のコミュニケーション機能を存
続させる新しい制度を作ろうとしたのである。
トムスン社の技術集約的な製品への多角化とペースをあわせて，「新シス
テム」を採用した 3工場の内の 2つがエレクトロニクス関連工場であった。
つまり，増幅装置と通信装匿の製造に従事するオハイオ州コロンバスのベ
ル・サウンド・システムズ社 (BellSound Systems) と，閉回路テレビを
作っていたインディアナ州ミシガンのデイジ・テレビジョン社(DageTele-
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vision)である。 (3つ目の工場はミシガン州フルーツポートの自動車バル
プ工場であった。）1953年から1956年までの 3年間に， トムスン社の経営陣
はこれら 3工場のすべてで実際上同一の組織を導入した。つまり，ベル・
サウンド・システムズ社の工場の声 (Voiceof the Plant) , フルーッポー
トの開拓者連合 (FrontiersmenAssociation)とデイジ従業員組合 (Dage
Employees'Association)である。ベルとフルーッポートの組織のいずれ
も直接経営者と協議することはなかった。その代わりに，選出された役員
が工場のさまざまなレクリエーション活動や福利活動の取り組みに時間を
費やしていた。しかしながら，これらの組織とは別に，経営者と協議する
「人間関係委員会 (humanrelations committees)」が問題や苦情を討論
するはずであった。 NLRBの職権下に置かれるのを避けるため，同委員会
の目的は公式には「社内の人間関係と…•••良い生活に影響を与える事柄に
関する考えの交換」 (Jacoby1997) とされていた。
これら 3工場のなかで最も小規模のデイジ工場では事態は少し違ってい
た。他の2工場と同様， トムスン社による買収は，従業員レクリエーショ
ン活動を急速に拡大させ，態度調査のような進歩した人事技法が定期的に
活用されるようになった。しかしながら，デイジ工場の経営陣は，同工場
の従業員がベル＝フルーツポート・モデルの気まぐれな行為に満足しない
であろうと感じ，本社役員に「起こりうる外部からの干渉を避けるために，
組合型組織の利点をできるだけ多く提供する」ことを強要した。最終結果
としてのデイジ従業員組合は，独立ローカル組合のいくつかの特徴（経営
者との定例会合）と，新しい委員会システムから取り入れた他の特徴（福
利活動の自主的運営，賃金あるいは労働条件に関する経営者側との『交渉』
の注意深い回避）を結合したハイプリッド組織となっていた (Jacoby
1997)。
新しいアプローチは裁判所からの是認を受けた。 1955年のシカゴ.. 
ローハイメ洟燿至ガと 1957年のコッフズ・エンジニアグング"1t(Cop-
pus Engineering)の裁定に反映されているように，タフト・ハートレー法
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後に広まったいっそう寛大な法環境は，疑いなくトムスン社にそれまでの
やり方を継続させるよう奨励し，他の会社をしてトムスン社の真似をさせ
た。例えば， GE社は1950年代にサウンディンク＂・ゲー メ’・ (sounding
boards) という名前で知られている従業員組合を活用する草分けとなっ
た。｛ジャコービィ教授によると，サウンディング・ポードは管理職と技術職で構
成された討議グループのことで，様々な意見を広く交換し合う手段であった一訳
注，伊藤。｝これらは相互の問題を検討する単一の連合体に技術職と管理職
をともに組織した。全国専門技術者協会 (NationalSociety of Prof es-
sional Engineers)は，これらがアメリカ技術・科学者連合 (ESEA)のよ
うな交渉グループよりも技術者により適しているものとして承認を与え
た。中西部のある都市で24社の非組合型企業に関して1950年代に名前を明
かさずに行われた研究が，その 9社 (40%)で何らかの種類の代表制度が
あったこと，独立ローカル組合はその内のわずか1つにすぎなかったこと
を発見したけれども， 1950年代にこのような委員会がどの程度流行してい
たのかを述べるのは難しい。残りの 8社には，職場の問題を定期的に討議
するメンパーが交代で経営者側によって指名される従業員委員会があった
(Conant 1959)。
しかしながら，このすべての活動は， キャぷッメ・クー，允ン＃
(Cabot Carbon)の裁定で最高裁判所が，経営者と交渉しない従業員委員
会は第 8条第a項 (2)が適用される労働組織であると判決を下した1959
年以降，突然停止状態となった。修正された第9条第a項の立法史を分析
した後で最高裁は，議会が雇用主によって支援された委員会と交渉する権
限を雇用主に与えるつもりはなかったと結論づけた(CabotCarbon 1959)。
キャ9ずッ;.•,Qー汰シみ潅約年の結果はたちまちのうちに広範に広まっ
た。その直後，委員会システムを活用していた雇用主たちは，同法の労働
組織の定義から従業員委員会と「情報伝播手段」を明確に除外する連邦法
を提案した。この点で，最近の出来事（「エレクトロメーション社
(Electromation)」と TEAM法案の提出）との類似は顕著である (Shos-
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tak 1962:85)。しかしながら，立法化の努力は効果な<,NLRBと一審裁
判所は最高裁判所の先例に従った。最初に影響を受けた会社の 1つが
TRW社であった。デイジ工場での1960年の組織化運動は，同工場の委員会
システムを不当労働行為で訴えるというという結果をもたらした。後に第
七巡回裁判所によって支持された裁定で， NLRBはデイジ工場の従業員委
員会が労働組織であり，それは経営者側に支配されていたと裁定した
(TRW 1961, 1962)。TRW社は従業員委員会が決して交渉は行っておら
ず，ただ単に「見解を述べ，情報を経営者側に伝える」だけのものである
と主張したけれども， NLRBはこの主張を拒絶し， TRW社にそれを解体
するよう命じた。 1960年代の別の裁定は， 1960年のウォノレメン鉛諺:frU
(Wal ton Manufacttiring) と1967年のテ・:..:::ズン長燿玲U (Dennison 
Manufacturing)―1910年代に会社組合を経験した最初の会社の 1つ一
ーを含めて，従業員委員会にとって同じように不利なものであった。
しかしながら，キャ,ft"ッメ算ft:後の従業員委員会にかかわる裁定のすべ
てがそれを不法としたわけではなかった。1967年のモクン・フ゜ラズチック＃
(Modern Plastics) と 1975年のハーツク・アンメ,. ノールズ祝
(Hertzka & Knowles)の事件では，裁判所は一般に従業員委員会が雇用
主によって支配されたという証拠が不十分であったことから，従業員委員
会を黙認していた。そして，従業員委員会が不法とされた事件でさえ，上
訴裁判官が次のように論じて反対する意見が聞かれた。「従業員委員会に対
する融通のきかない敵対姿勢が法を無効にする。もし経営者側と労働者側
の適切で，正直で，建設的な関係の進展を妨げているものがあるなら，そ
れは認証された組合の交渉代理人だけが通れる雇用主と従業員との間の鉄
のカーテンを立てることになる。」 (WaltonManufactuガng1961:182) 
これらの例外にもかかわらず，たいていの雁用主にとって，賢明なやり
方は従業員委員会を廃棄することであった。テ・v之I夢＇での完敗により，
TRW社は方針を転換し，独立ローカル組合と新しい委員会システムの両
方を断念した。 1960年代に，同社は39の新工場を建てるか，あるいは買収
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したが，そのいずれにおいても独立ローカル組合を設立しなかった
(Verma and Kochan 1985)。1960年代には，その根源が1930年代に広が
ったコミュニケーション・プログラム（態度調査，「センシング」セッショ
ン ("sensing"sessions), リーダーシップ訓練）と，新しい「小集団」ア
プローチ（感受性グループと他のチーム構築プログラム）とを結合したも
う1つのハイプリッドがTRW社に導入された。｛ジャコーピィ教授による
と，「センシング」セッションとは，管理職が労働者の意見を聴取したり，彼らの
態度を知るためのインフォーマルな会合とのことであり，先に見たGE社のサウ
ンディング・ポードと類似のものである一訳注，伊藤。｝
新しいアプローチは独立ローカル組合あるいは委員会システムより個々
人に合わせられており，感情的には人を引き付けるもので，行動科学を理
論的根拠としていた。態度調査や他の心理学的なテクニックを組み合わせ
ることで，この新しいアプローチは1960年代と1970年代の「新しい」組合
不在モデルの基盤となった (Kochan,Katz, and McKersie 1986)。しかし
ながら，小集団によるアプローチは，より受動的であり，独立ローカル組
合よりも民主的でなく，経営者側のもつ特権への脅威の程度も低かった。
それにもかかわらず，経営者あるいは組合労働者のなかで独立ローカル組
合の消滅を嘆き悲しんだ者はほとんどいなかった。事実，経営者は新しい
アプローチを以前の取り組みの眼目と矛盾しないと見なしていた。 TRW
社の人事担当副社長がどジネズ・ウィーク岳Fで次のように語っている。
「開放性，平等化， リスニング療法，葛藤解決法，こういったことが行動
科学者によって語られているすべてである。そういったものは，わが社が
30年来続けてきたことである。それらは，わが社が何年も前から行ってき
た原理・原則に対する優雅な名前にすぎない一「古い革袋に新しい酒」
ではなく「新しい革袋に古い酒」としたようなものである。」 (Business
Week 1966:92) 
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結論
会社組合は1935年に200万人以上の労働者を代表していたが，第2次世界
大戦終結までに，これらの会社組合の大部分がすでに姿を消していた。会
社組合の崩壊の背後にあった推進力の 1つは NLRBであり，それは特に
その草創期に数多くの会社組合を解体した。他の会社組合は全国組合に乗
っ取られ，それらは代表形態としてはより好戦的で，革新的な形態を提供
した。
それにもかかわらず，会社組合が完全に姿を消したわけではなかった。
数百にのぽる会社組合が1940年代と1950年代に全国組合の代替策を提供し
た比較的独立した組織ー一独立ローカル組合一へと進化した。雇用主に
とっては，独立ローカル組合の利益は明確であった。それらは数多くの全
国組合傘下の組合よりも攻撃的ではなく，ストライキに訴えることもなく，
そして政治づいてもいなかった。独立ローカル組合員にとっては，話は幾
分複雑である。何人かの組合員は疑いなく誤導されたか，あるいは独立ロ
ーカル組合を支持するよう強要されていた。こういったことは，伝統的な
組合のやり方であった。そういった組合員も確かに何人かいたが，そうで
ない組合員も数多くいた。独立ローカル組合員は比較的保守的なグループ
であった―その組合と自分たちを雇用してくれている会社に忠実であっ
た。そして，彼らが属していた独立ローカル組合はダイナミックな組織で
あった。それは，状況的な要因と政府および全国組合からの圧力によって，
そのメンバーの欲求を満たす組織に発展した。全国組合と比較して，独立
ローカル組合は独立性と強さでは劣っていたが，官僚的ではなく，影響力
も限られたものであった。
しかしながら， 1950年代までに，パラドックスが現れ始めた。まさに法
律が雇用主の独立ローカル組合設立をより容易なものにしつつあった時，
すでに独立ローカル組合があった会社でそれへの関心が失われ始めたので
ある。その説明は簡単である。組織労働者からの脅威が薄れていくにつれ，
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会社組合の御利益も色あせていったのである。一方，独立ローカル組合が
より独立性を強めるにつれ，扱うのにいっそうコストが必要になった。経
営者側は，最終的により安上がりの代替物を見出した。つまり，選出され
た組織ではなく従業員委員会を通して，後には小集団を通した従業員参加
に道を開いたのである。その意味で，独立ローカル組合は1960年代と1970
年代に行動科学者によって発展させられたいっそう革新的な参加方式のい
くらかの先駆者であった (Strauss1968, 1974)。
それにもかかわらず，独立ローカル組合から「小集団」アプローチヘの
移行の間に何かが失われた。独立ローカルの組合がいかに不完全であると
しても，それは少なくとも公式的には組合員に権限を委譲する民主的な方
法に依存していた。独立ローカル組合はまた，企業レベルと戦略レベルに
おいて経営陣に影響を与えた。一方，行動科学―その初期（人間関係）
と現在（小集団）の両発現形態—は，自己組織化を思いとどまらせ，組
合の利害を無視し，そして職場レベルでの従業員の影響力を抑制する傾向
をもっている。これらの理由から，従業員参加(employeeinvolvement, EI) 
はアメリカの多くの労働組合主義者にとっで憎悪の対象である (Juravich
1998)。
これらの労働組合主義者は，独立ローカル組合についても，そして提案
された TEAM法案のような法律に関しても懐疑的である。この小論は
TEAM法案の賛否両論を分析する場ではない（この点に関してはGely
1997を参照のこと）。同法は組織化活動に対し不十分な保護しか提供して
おらず，一方，組合不在工場ではより優れた代替案の可能性を EI制度に対
して提供していることだけを明らかにしておけば十分である。巨大で，高
賃金で，組合不在の企業—労働運動が主に組織化をやめた所~で，独
立ローカル組合に似た何かが現代の EI制度よりいっそう民主的な参加形
態を従業員に提供するであろうし，ョーロッパ大陸に存在する労使協議会
(works councils) と非常によく似た機能を果たすであろう。事実， もし
ワグナー法が会社組合に対して異なったアプローチをとっていたなら，合
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衆国は今日ヨーロッパ型の労使関係システムをもっていたかもしれない。
ヨーロッパの政府，雇用主，組合は，ずっと以前に労使協議会と和睦に達
していた。合衆国でのそれに対応した組織がなぜ同じことができないのか
を考える時が来たのである。
注
注 I) ワグナー法はまた，労働組織が雇用主と「交渉する」よりむしろ「取引した」
ことを明示した。もし議会が「交渉する」という意味を採用していたなら， 1935
年に労働長官によって提案されるように，それは交渉に従事していなかった雇用
主によって支援された組織を合法化したであろう。結果は，ヨーロッパで現在見
出される二重の労使関係システム (two-tieredindustrial relations systems)の
ようなものとなっていたかもしれない。そこでは，労使協議会(workscouncils) 
が産業別組合や産業別の交渉と共存している (Millisand Brown 1950, Cabot 
Carbon 1959)。
注2)NLRBが聴取した不当労働行為一件当たりの平均労働者数は， 1943年の1,706
人から1947年には746人にまで減少していた (NLRBAnnual Reports)。
注3)Hamilton Labor Bureauに関しては， CalcoChemical, 12 NLRB 275 (1939) 
も参照のこと。
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